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窒素酸化物又は粒子状物質を低減させる装置の性能評価実施要領の実施細

目について（平成１６年国自環第５８号） 

 

 

窒素酸化物又は粒子状物質を低減させる装置の性能評価については、窒

素酸化物又は粒子状物質を低減させる装置の性能評価実施要領（以下「実

施要領」という。）によるほか、下記のとおり取り扱うものとする。 

 

記 

 
１．実施要領３関係 

(1) 申請は、自動車交通局技術安全部環境課に正１部、副３部を提出す

ることにより行うものとする。 

(2) 実施要領３（２）⑤の公的な試験機関とは、国もしくは地方公共団

体の付属機関（国立大学及び公立大学を含む）又は公益法人であって

実施要領別添「窒素酸化物又は粒子状物質を低減させる装置の評価に

係る技術基準」（以下「技術基準」という。）の「２試験方法」に規

定する試験の用に供する設備を有するものをいう。なお、公的試験機

関以外が所有する試験設備であって、上記試験に用いるものとして適

切であると公的試験機関が判断したものについては、当該試験設備を

用い公的試験機関が行った試験の測定結果は公的試験機関が測定した

ものとして取り扱うものとする。 

(3) 実施要領３（２）⑥の原動機の種類は、原動機の型式別に区分する

こと。ただし、同一型式の原動機が排出ガス規制の異なる自動車に搭

載されている場合には、自動車の型式別及び原動機の型式別に区分す

ること。また、同一の原動機型式に複数のＮＯｘ又はＰＭ諸元値が設

定されている場合は、過給機の有無、最高出力の範囲等、必要な条件

を付すものとする。 

(4) 実施要領３（３）③の書面には、実施要領４の試験を実施した公的

試験機関が発行した試験成績書及び試験に使用した燃料が技術基準

1.3.1に規定する規格のものであることを確認できる性状表並びに耐久

性能試験における走行の記録を添付すること。なお、公的試験機関が

発行した試験成績書は原本を提示することにより、原本に代えて写し

を添付することができる。 

(5) 実施要領２（１）②に規定する第２種ＰＭ低減装置であって、「都

民の健康と安全を確保する環境に関する条例」（昭和44年東京都条例

第97号。以下「東京都条例」という。）第41条第１項に基づき指定さ

れたもののうち、自動車の運行に伴って発生するＰＭを触媒の作用に

より酸化させる機能を有する酸化触媒方式の低減装置にあっては（４）
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の書面に代えて当該指定を受けることを証する書面及び当該指定申請

の際に提出した書面の写しを添付することができる。 

(6) 申請者がＩＳＯ（国際標準化機構）9001、ＥＮ（European Norm）29001、

ＥＮ29002、ＪＩＳ（日本工業規格）Ｚ9901、ＪＩＳＺ9902又はＱＳ

（Quality System requirements）9000の規格を取得している場合又は道路運

送車両法（以下「法」という。）第７５条の規定に基づく自動車の型

式指定若しくは法第７５条の２の規定に基づく特定装置（装置型式指

定規則第２条第１５号に定める一酸化炭素等発散防止装置に限る。）

の型式指定を受けている場合にあっては、実施要領３（３）⑤に規定

する「国際標準化機構第９００２号の規格により登録されている場合」

と同様に取り扱うものとする。 

 

２．実施要領４関係 

実施要領４に規定する低減装置と自動車又は原動機との組合わせとは、

別添１「優良低減装置が装着可能な自動車の範囲のガイドライン」をもと

に判定する。 

 

３．実施要領５関係 

(1) 実施要領５（１）（イ）の式ＣのＰＭ諸元値を持たない自動車につい

ては、ＰＭ諸元値に代えて、低減装置を装着する自動車の種別に応じ、

①、②又は③に掲げる方法で測定した低減装置装着前の自動車のＰＭ

測定値を用いるものとする。 

(2) 実施要領５（１）（イ）の式ＣのＮＯｘ諸元値を持たない自動車につ

いては、ＮＯｘ諸元値に代えて、低減装置を装着する自動車の種別に

応じ、①、②又は③に掲げる方法で測定した低減装置装着前の自動車

のＮＯｘ測定値を用いるものとする。 

(3) (1)により測定した低減装置装着前の自動車のＰＭ測定値が、実施要

領５の表の低減装置を装着する自動車の種別の項に掲げる自動車に応

じ、ＰＭの項に掲げる値以下であった場合は、当該自動車に取り付け

る低減装置は、実施要領５（１）（イ）のＰＭの基準に適合するもの

と見なし、(2)により測定した自動車のＮＯｘ測定値が、実施要領５の

表の低減装置を装着する自動車の種別の項に掲げる自動車に応じ、Ｎ

Ｏｘの項に掲げる値以下であった場合は、当該自動車に取り付ける低

減装置は、実施要領５（１）（イ）のＮＯｘの基準に適合するものと

見なす。 

① 専ら乗用の用に供する乗車定員１０人以下のもの又は車両総重量

が２．５トン以下のもの（専ら乗用の用に供する乗車定員１０人以

下のものを除く。） 

道路運送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）（以下

「保安基準」という。）第３１条第２項に規定する１０・１５モー
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ド法 

② 車両総重量が２．５トンを超え、ガソリン又は液化石油ガスを燃

料とするもの（専ら乗用の用に供する乗車定員１０人以下のものを

除く。） 

保安基準第３１条第６項に規定するガソリン・液化石油ガス１３

モード法 

③ 車両総重量が２．５トンを超え、軽油を燃料とするもの（専ら乗

用の用に供する乗車定員１０人以下のものを除く。） 

保安基準第３１条第１２項に規定するディーゼル１３モード法 

(4) 実施要領２（１）の第２種ＰＭ低減装置に該当するとして申請された

装置であって、東京都条例第41条第１項に基づき指定されたもののう

ち、自動車の運行に伴って発生するＰＭを触媒の作用により酸化させ

る機能を有する酸化触媒方式の低減装置にあっては、当該指定を受け

ていることを証する書面及び当該指定申請の際に提出した書面の写し

を提出することにより、原則として、実施要領５（１）②及び（４）

の基準に適合しているものとする。 

(5) 実施要領５（５）②の「その装着により人体の健康障害が生じるおそれ」

がある低減装置の例としては、還元剤等としてアンモニア水を利用す

るものが挙げられる。 

 

４．実施要領６関係 

実施要領６における低減装置の排出ガス低減性能等に係る基準への適

合性の審査のうち、実施要領５（１）から（４）までの基準の適合性の

審査については独立行政法人交通安全環境研究所自動車審査部が行うも

のとする。 

 

５．実施要領８関係 

１（１）の規定は、実施要領８（１）の変更申請の場合において準用

する。 

 

６．実施要領９関係 

１（１）の規定は、実施要領９（１）の報告及び９（２）の資料を提

出する場合において準用する。 

 

７．実施要領１０関係 

申請者がＩＳＯ（国際標準化機構）9001、ＥＮ（European Norm）29001、

ＥＮ29002、ＪＩＳ（日本工業規格）Ｚ9901、ＪＩＳＺ9902又はＱＳ（Quality 

System requirements）9000の規格を取得している場合又は法第７５条の規

定に基づく自動車の型式指定若しくは法第７５条の２の規定に基づく特

定装置（装置型式指定規則第２条第１５号に定める一酸化炭素等発散防
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止装置に限る。）の型式指定を受けている場合にあっては、実施要領１

０（１）（１０（３）において準用する場合を含む。）に規定する「国際

標準化機構第９００１号の規格により登録されている場合」と同様に取

り扱うものとする。 

 

８．別添「窒素酸化物又は粒子状物質を低減させる装置の評価に係る技術

基準」関係 

(1) ディーゼル１３モード法の試験は、「道路運送車両の保安基準に係る

技術基準について」（昭和５８年１０月１日自車第８９９号）別添３６

及び「新型自動車の試験方法について」（昭和４６年８月２４日交審第

４５３号）TRIAS24-5-1999又は「「シャシダイナモメータによるディーゼ

ル自動車１３モード排出ガス測定方法」について」（平成９年５月１３

日自環第１１５号）による。 

なお、粒子状物質の排出量を測定する方法については、「道路運送車

両の保安基準の細目を定める告示」（平成１４年７月１５日告示第６１

９号）別添４１に規定されている全量捕集方式（マイクロトンネル）の

分流希釈法によることができる。ただし、この場合、排気マニホールド

出口（過給機を備えた試験エンジンにあっては、過給機出口）からサン

プリングプローブまでの長さが、試験エンジンに取り付ける標準的な排

気管の長さであること。 

ガソリン１３モード法の試験は、「道路運送車両の保安基準に係る技

術基準について」（昭和５８年１０月１日自車第８９９号）別添３３及

び「新型自動車の試験方法について」（昭和４６年８月２４日交審第４

５３号）TRIAS23-5-1999又は「「シャシダイナモメータによるガソリン自

動車１３モード排出ガス測定方法」について」（平成９年５月１３日自

環第１１４号）による。 

ガソリン１０・１５モード法の試験は、「道路運送車両の保安基準の

細目を定める告示」（平成１４年７月１５日告示第６１９号）別添４２

による。 

ディーゼル１０・１５モード法の試験は、「道路運送車両の保安基準

の細目を定める告示」（平成１４年７月１５日告示第６１９号）別添４

２による。 

(2) 過渡走行モード法は、別添２「ディーゼル自動車過渡走行モード排出

ガス試験方法」により行うものとする。 

(3) ＪＥ０５モード法の試験は、「道路運送車両の保安基準の細目を定め

る告示」（平成１４年７月１５日告示第６１９号）別添４１による。 

(4) 連続再生式ＤＰＦの再生性能試験は技術基準2.3によるほか別添３「デ

ィーゼル自動車粒子状物質低減装置の再生性能試験方法」により行うも

のとする。 
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附 則 

１ この通達は、平成１６年９月１日から施行する。 

２ 窒素酸化物又は粒子状物質を低減させる装置の性能評価実施要領の実

施細目について（平成１４年９月６日国自環第１２５号）は廃止する。 

３ 記３．(５)及び記８．(１)の改正は、平成１７年１２月１５日から適

用する。  


